
 

 

利用上の一般的注意 

 
１ 民営、公営 

各表とも、特に説明がなければ民営の事業所

のみの数値である。 

また、「民・公営計」の公営とは、「行政執行

法人の労働関係に関する法律」（昭和23年法律第

257号）に規定する行政執行法人及び「地方公営

企業等の労働関係に関する法律」（昭和27年法律

第289号）に規定する地方公営企業等に係る事業

所をいう。 

 

２ 産業分類 

産業分類は、日本標準産業分類（平成25年10

月改定）により分類表示している。 

ただし、農業，林業、漁業及び公務（他に分

類されるものを除く）の産業は除く。 

 

３ 集計労働者の要件 

各統計表は、いずれも次の要件を満たす労働

者について集計したものである。 

(1) 調査実施年６月30日（給与締切日の定めが

ある場合には、６月における最終給与締切日）

現在において、年齢が満15歳以上のもの。 

(2) 調査実施年６月分の給与の算定期間（例え

ば、毎月25日が給与締切日であれば、５月26

日～６月25日の期間、給与締切日がない場合

は、６月１日～６月30日の期間）中に、実労

働日数が18日以上であって、１日当たりの平

均所定内実労働時間数が５時間以上のもの

（ただし、短時間労働者については、１日以

上であって、１日当たり１時間以上９時間未

満のもの。また、臨時労働者については、１

日以上であって、１日当たり１時間以上のも

の。）。 

(3) 調査実施年６月分の所定内給与額が50.0

千円以上のもの（ただし、短時間労働者につ

いては、１時間当たり所定内給与額が400円以

上のもの。また、臨時労働者については、１

時間当たりきまって支給する現金給与額が

400円以上のもの。）。 

 

４ 集計労働者 

各統計表は、特に説明がない限り、常用労働

者のうち一般労働者（短時間労働者を除いたも

の）について集計したものである。 

なお、一般労働者及び短時間労働者には外国

人労働者を含む。 

５ 産 業 計 

産業計については、鉱業，採石業，砂利採取 

業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水

道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，

小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸

業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，

飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業

（その他の生活関連サービス業のうち家事サー

ビス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福

祉、複合サービス事業及びサービス業（他に分

類されないもの）（外国公務を除く。）を合計し

たものである。 

 

６ 企業規模計 

企業規模計は、企業規模10人以上の計であり、

企業規模５～９人は含まない。 

 

７ 表章事項と端数処理 

「年齢」、「勤続年数」、「所定内実労働時間数」、

「１日当たり所定内実労働時間数」、「実労働日

数」、「超過実労働時間数」、「１日当たり超過実

労働時間数」、「きまって支給する現金給与額」、

「１時間当たりきまって支給する現金給与額」、

「所定内給与額」、「１時間当たり所定内給与額」

及び「年間賞与その他特別給与額」は、いずれ

も労働者１人当たりの平均値である。 

なお、「年齢」、「勤続年数」、「１日当たり所定

内実労働時間数」、「実労働日数」及び「１日当

たり超過実労働時間数」は小数点以下第２位を、

「所定内実労働時間数」及び「超過実労働時間

数」は１時間未満を、「きまって支給する現金給

与額」、「所定内給与額」及び「年間賞与その他

特別給与額」は100円未満を、「１時間当たりき

まって支給する現金給与額」及び「１時間当た

り所定内給与額」は１円未満を、それぞれ四捨

五入して表示（「年齢」及び「勤続年数」につい

ては、さらに0.5を加えている。）している。 

 

８ 労働者数 

労働者数は、10人未満を四捨五入したもので

ある。したがって、合計欄の数字は、その内訳

を合算したものと必ずしも一致しない。４人以

下の労働者数は、「０」と表示している。 

 

９ 給 与 額 

「きまって支給する現金給与額」と「所定内



 

 

給与額」の差は、「超過労働給与額」を示してい

る。 

 

10 階級区分 

年齢階級区分の表示において、「～19歳」は、

15歳以上20歳未満を表す。その他の区分もこれ

に準ずる。 

勤続年数階級区分の表示において、「０年」は

勤続１年未満、「１～２年」は勤続１年以上３年

未満を表す。その他の区分もこれに準ずる。 

また、経験年数階級区分の表示もこれに準ず

る。 

所定内給与額階級区分の表示において、「～

99.9千円」は100.0千円未満、「100.0～119.9」

は100.0千円以上120.0千円未満を表す。その他

の区分もこれに準ずる。 

 

11 役職別統計表 

統計表のうち、役職別に集計したものについ

ては「雇用期間の定め有り」の労働者を含まな

い。 

 

12 集計上の誤差 

集計区分によってはサンプル数が少ないこと

により、標本誤差が大きくなる場合があるため

注意を要する。 

なお、標本誤差率については参考表に掲載し

ているため参照のうえ利用されたい。 

 

13 表章記号 

 (1)「－」は、該当する数値がない場合を示す。 

 (2)「X」は、在留資格区分別統計表に係る産業

別集計において、標本誤差率が５％超又は計

数が僅少で標本誤差率が計算不能のものを示

す。 

(3)「*」は、標本誤差率に係る参考表の所定内

給与額において、サンプル数が５以下又は標

本誤差率が10％以上のものを示す。 

(4)「…」は、標本誤差率に係る参考表の誤差率

において、計数が僅少で計算不能のものを示

す。 

 

14 収録・未収録一覧表 

統計表のうちには、一部分又は全部が報告書

に収録されていないものがあり、それらについ

ては「収録・未収録一覧表」に示してあるので、

その利用については、厚生労働省政策統括官付

参事官付賃金福祉統計室へ照会されたい。 

15 そ の 他 

その他、利用上、必要な事項等については、

第１巻「Ｉ 調査の概要」を参照されたい。 


